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１．第２回コミュニケーション推進チームの
指摘事項とその取組状況



1．第２回コミュニケーション推進チームの指摘事項とその取組状況

対象
者

目的 作業項目 昨年度計画 今年度実績

主
に
全
国
の
方
々

最終処分・再生
利用の取組等に
ついて、必要な
情報を、正確
に、よりわかり
やすく発信す
る。

WEBページの改定・充実 WEBアンケートの結果を参考
に、「減容・再生利用の安
全性」をしっかりと確認で
きる内容とする。
福島県内では、「技術的な
内容」や「進捗状況・スケ
ジュール」に関する内容も
関心が高いため、対象者別
のページを作成することも
一案。
一方で、現場見学は対応範
囲が限られているため、実
証試験の状況と結果につい
てわかりやすくホームペー
ジ上に掲載。

令和元年度
内改訂予定

最終処分・再生
利用に関する意
識等について、
地域、年代ごと
の動向を把握す
る。

WEBアンケートの継続的
な実施

来年度以降も継続的に実施
し、経時的な今後の理解醸
成活動の効果測定を行う。
調査項目、調査対象は事業
の進捗に従って、適宜修正
を加えていく。

令和元年10
月実施済
20代～60代
男女
各地域400名
実証事業に
ついての質
問事項追加
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対象
者

目的 作業項目 昨年度計画 今年度実績

実証事業に係る
積極的な情報発
信・対話を通じ
て、再生利用に
係る丁寧な説明
を行う。

事業に係る説明会や広報
を継続的に実施

地元の方々への安心、信頼
につながるよう実証事業等
の進捗状況に合わせ、適宜
説明会や広報を実施。

・新聞広告
・飯舘村広
報等実施
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主
に
事
業
に
係
る
地
域
の

方
々

1．第２回コミュニケーション推進チームの指摘事項とその取組状況
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対象
者

目的 作業項目 昨年度計画 今年度実績

質の良い（正確・
過不足ない）一元
的な情報整備を行
う。

コンテンツ（一元
的な情報の整理）
の作成

「再生利用」とは何か、と
いう基礎的な内容から再生
利用の技術的側面まで広範
な情報が含まれた再生利用
に関する一元的な資料を作
成する。HP等に公開し、誰
でもアクセスできるような
状態とすることを想定。全
ての資料を一括で整理して
おき、コミュニケーション
のタイミング、相手に合わ
せて適宜組み替えて資料が
作成できるようにする。
資料の組み替えにあたって
は、アンケートにおいて尋
ねた再生利用に対して関心
のある事項の回答を参考と
する。

令和元年度内WEB
ページ改訂予定そ

の
他
（
学
生
・
技
術
者
等
）

1．第２回コミュニケーション推進チームの指摘事項とその取組状況
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対象
者

目的 作業項目 昨年度計画 今年度実績

現場見学を通じて、
再生利用に係る丁
寧な説明を行う。

実証事業現場見学
会の拡大

アンケートの結果から、実
証事業現場の見学により、
再生利用に関する理解の促
進が示唆された。それを受
け、地元だけでなく、対象
の範囲を広げて実施するこ
とで理解の醸成を図る。

学生や各種企業等
へ見学会を実施

対象ごとのニーズ
に応じた場におい
て、最終処分・再
生利用に係る丁寧
な説明を行う。

学習プログラムの
実施

今年度は、福島県外の大学
生を対象に実施。
今後は、自治体職員向け、
理系技術者向けといったよ
うに対象を変えながら継続
的に実施していく。

学生、一般、原子
力事業者への説明
を実施

そ
の
他
（
学
生
・
技
術
者
等
）

1．第２回コミュニケーション推進チームの指摘事項とその取組状況
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２．理解醸成活動



2.1  理解醸成イベントの実施状況
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 今年度は、関係機関と積極的に連携しながら、各対象が集まるイベントにおいて、講演等を実施。

 双方向的なコミュニケーションとして、イベントにおいて質疑応答やアンケートも実施。

対象 概要 写真

Ⅰ.学生 ①開催日 ：令和元年9月12日（木）
②開催場所 ：川内村（福島県双葉郡）
③参加者 ：東日本国際大学（短大及び大学生）22名
④アンケート回収数：20名（福島県外11名、福島県内9名）
⑤会合名 ：東日本国際大学川内村夏季セミナー
⑥開催形態 ：東日本国際大学川内村夏季セミナーのカリキュラムの一部で行うJESCO
事業の除去土壌の再生利用に関するワークショップと連携し開催

Ⅱ.一般 ①開催日 ：令和元年10月1日（火）～5日（土）
②開催場所 ：「リプルンふくしま」
③参加者 ：リプルン来場者
④アンケート回収数：24名（福島県外14名、福島県内10名）
⑤会合名 ：－
⑥開催形態 ：再生利用に関するDVD（飯舘村長泥地区の実証事業）を繰返し放映。

10月5日（土）は、講演会～土壌の再生利用の安全性について～を開催

Ⅲ.原子力
関係者

①開催日 ：令和元年10月10日（木）
②開催場所 ：東京都港区
③参加者 ：電力、原子力関連メーカ等38名
④アンケート回収数：38名（福島県外38名、福島県内0名）
⑤会合名 ：軽水炉発電に関する技術セミナー
⑥開催形態 ：若手技術者への技術と知識の伝承を念頭に、電力事業者及びプラント
メーカ等原子力事業関係者が、将来の電力事業のあり方を見据えつつ議論し、制約なく
自由に情報共有・意見交換を行うための場において再生利用についても討論

Ⅳ.医療関
係者

①開催日 ：令和2年2月18日（火）
②開催場所 ：飯舘村
③参加者 ：県外医療関係者
④アンケート回収数：7名（福島県外7名、福島県内0名）
⑤会合名 ：－
⑥開催形態 ：飯舘村内にて車座意見交換形式にて開催



評価フロー

目的

本プロジェクトでは、3年計画で次世代を担う学生、若手技術者等、の人材育成のため、(1)コミュニケーションツール作成、
(2)人材育成プログラムを実施し、これらの人材が『技術的内容への理解促進』と『本件に関わるステークホルダーの多面
性、価値観の多様性を理解し、総合的に見られるようになる。』ことを目的とした。

実施概要

1 コミュニケーションツールの作成（技術的内容への理解促進）
・実務者向けPhase3の改訂と公開
・自治体職員向けPhase2の作成
・一般向けPhase1の作成
2 大学生および若手研究者を対象とした人材育成プログラム
（１）大学での講義、（２）現地見学、（３）ワークショップ、
（４）知識定着や気付きに向けたフォローアップ

<本プログラム３年計画>

2.2 JESCOによる平成31年度除去土壌等の減容等技術実証事業
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No.1 次世代を担う人材への除去土壌等の管理・減容化・再生利用等の理解醸成
実施代表者：公益財団法人原子力安全研究協会

事業の主な実施場所 福島県：飯舘村、大熊町、楢葉町等
大学：長崎大学、京都大学、北海道大学、神戸大学等



目的

実施概要

脱水固化処理

No.２ 除去土壌の再生利用等に関わる理解醸成のための課題解決型アプローチの実践Ⅱ

実施代表者：福島工業高等専門学校

本校の準学士課程（４～５学年）から専攻科（2年）にわたる４年間（大学学部相当期間）の学
生を対象として、学修プログラム、フィールド・ワークを踏まえ、除去土壌の中間貯蔵、減容・
再生利用、最終処分に貢献できる人材の育成を図る。その上で、地域的な問題、課題を意識した
除去土壌の再生利用等に関する理解醸成のための実践を試行し、その効果を検証していく。
なお、低学年生も対象としたセミナー等も行い、再生利用等の関心を維持する。

①学修プログラム（集中講義）
除染による除去土壌の発生、再生利用技術や安全評価など6講義

②フィールドワーク
環境再生事業施設、中間貯蔵施設など4施設

③課題解決型アプローチの実践
共同教育は5ヶ所、学生研究は4テーマ、学会は5学会、国際交流は
米国2大学、地域住民等との対話は勉強会形式で大熊町で実施

再生利用等の地域住民等の理解向上に向けて、①若者（福
島高専）のアクティブ・ラーニング、②安全に対する理
解、③安全に関する住民等への説明、④若者との対話を通
じた地域住民等の感覚に基づく安全から安心へ橋渡しの可
能性を追求する（右図）。

事業の主な実施場所
福島工業高等専門学校
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2.2 JESCOによる平成31年度除去土壌等の減容等技術実証事業
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2.3  現場公開（① 小泉環境大臣の視察）

実証事業で栽培した花を視察する小泉大臣
（写真中央）、菅野村長（写真左）、鴫原
区長（写真右）

小泉大臣（写真中央）との集合写真

 令和元年2月9日に小泉環境大臣が飯舘村長泥地区を視察。

 菅野村長、門馬副村長、鴫原区長を始めとする15名の住民と意見交換。
かんの もんま しぎはら
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 参加者実績（一部抜粋）

・福島工業高等専門学校 学生・教員
飯舘村長泥地区（2019/9/2）
南相馬東部仮置場（2019/9/10）

・北海道大学、京都大学、京都府立大学、大阪大学、神戸大学 学生（2019/9/24）
※JESCO事業（本資料10ページ参照）の一環として実施

・東北大学災害科学国際研究所主催シンポジウム参加者（2019/11/15）
・早稲田大学 学生・教員（2019/12/23）
・長泥地区の地権者（2019/5/22）
・マスコミ各社（2019/5/24）
・各種企業（ゼネコン、公的研究機関、広告代理店等）

2.3  現場公開（② 実証事業現場見学）

 飯舘村長泥地区の実証事業、南相馬市東部仮置場試験盛土実証事業の現場見学を
学生や企業等、幅広い方々に対して実施。

再生利用実証事業（南相馬）の現場見学の様子 再生利用実証事業（長泥地区）の現場見学の様子



○日時： 令和元年5月24日

○場所：福島県相馬郡飯舘村長泥地区 実証事業場所
○内容：長泥地区における除去土壌再生利用実証事業
○参加報道機関数：17団体29名

 現地説明会概要
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＜当日の現地の様子＞

長泥実証試験場所の見学 事業に関する説明の様子

2.3 現場公開（③ マスコミ公開）

 令和元年5月24日、飯舘村長泥地区における除染土壌再生利用実証事業について、
報道機関向け現地説明会を開催。



吉野彰氏（ノーベル化学賞受賞者）への
花束贈呈（飯舘村のトルコギキョウ等）

令和元年11月27日＠環境省大臣室

日中韓３カ国環境大臣会合（ＴＥＭＭ21）における
飯舘村のトルコギキョウ等

令和元年11月23日-24日＠福岡県北九州市

15

2.4  イベント等での発信（① 国際会議等）

飯舘村長泥地区で栽培されたトルコギキョウ
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GTFグリーンチャレンジデー2019in新宿御苑における環境再生事業の展示
令和元年10月5日-6日

2.4  イベント等での発信（② 新宿御苑）



再生資材等の展示
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除去土壌
125mmふるい 70mmふるい 再生資材改質剤投入

異物除去

遮へい土

不燃物
（金属）

不燃物
（根付着土壌）

不燃物
（石礫）

可燃物
（異物）

可燃物
（ﾋﾞﾆｰﾙ）

可燃物
（植物）

2.4  イベント等での発信（③ 長泥プレゼンルーム）

 除去土壌を再生資材化する工程のそれぞれの時点の実物を並べて環境省関連施設で常時展示

（飯舘村長泥地区のプレゼンルーム）。



「中間貯蔵工事情報センター」展示の更新
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2.4  イベント等での発信（④ 中間貯蔵工事情報センター）

●「中間貯蔵施設とは」のパネル内容を更新
下段に記載の2019年度事業方針を2020年度
事業方針に変更（輸送量のグラフも変更）

●遮水シートの実物を展示

●「映像で見る中間貯蔵施設」のマップを更新

●中間貯蔵施設への輸送量を示すマップを展示

①2020年度事業方針にあわせた更新

②新規展示の追加

2020年度事業方針にあわせてマップを更新

「土壌貯蔵施設」のモニターの下に設置 「映像で見る中間貯蔵施設」の隣に設置



2.5 環境省内での設置（再生資材を使用した鉢植えの設置）

 中間貯蔵施設に搬入され分別した土壌を鉢植えに用い、観葉植物を植えて、環境省本省
の環境大臣等の部屋に設置。

 関係法令に適切に則り、福島の復興に向けた理解醸成の取組の一つとして、風評払拭や
風化対策を意図。環境省英語サイトにも掲載し、海外にも発信。

 鉢植え周辺の空間線量率等のモニタリング等、適切な管理を実施。
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2020/3/6＠閣議後会見

利用のイメージと周辺の放射線量

※鉢植えの設置前後で
大臣室内の鉢植え周辺の
空間線量率は変化なし。

（空間線量率：0.06μSv/h）

環境省英語サイトでの発信
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 福島の復興再生に向けた取組を月一回更新する広報誌「ふくしま環境再生」において、
飯舘村長泥地区の取組を掲載(2019年11月、2020年1月）

2.6  広報誌等の掲載(① 環境省広報誌)

（出典）環境再生プラザHP：http://josen.env.go.jp/plaza/info/monthly/monthly_1911.html



Vol.1 2019/12/19 掲載 Vol.2 2020/1/24 掲載

いいたて便りvol.１、vol.２について発信2020/2/10＠閣議後記者会見 Vol.3 2020/2/28 掲載
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 環境再生の取組や地元の皆様の思いを紹介する「いいたて便り」を福島民報及び
福島民友に掲載。

2.6  広報誌等の掲載（② 新聞広告）
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2.7 環境省中間貯蔵施設情報サイトの改訂

改訂イメージ（令和元年度内改訂予定）

 必要な情報を、正確に、よりわかりやすく発信するため、環境省webページを改訂予定。

①最終処分のページから
再生利用のページを分離

②実証事業の写真等の充実化



 文部科学省：令和元年版科学技術の振興に関する年次報告（科学技術白書）（令和元年5月28日閣議決定）
第２部第３章 イ 放射性物質対策に向けた取組P97（抜粋）
環境省は、福島県内の除染により発生した土壌等の福島県外最終処分に向けて、減容・再生利用の技術開発戦略を取りまとめるとともに、減容化等の分野に
おいて活用し得る技術の効果、安全性等を評価する実証事業を行っている。

 資源エネルギー庁：平成30年度エネルギーに関する年次報告（エネルギー白書2019）（令和元年6月7日閣議決定）
第１部第１章 3．環境汚染への対処P17(抜粋）
福島県内の除去土壌等については、中間貯蔵開始後30年以内に福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ずることとされています。福島県外にお
ける除去土壌等の最終処分の実現に向けては、減容技術等の活用により、除去土壌等を処理し再生利用の対象となる土壌等の量を可能な限り増やし、最終処
分量の低減を図ることが重要です。このため、県外最終処分に向けた当面の減容処理技術の開発や除去土壌等の再生利用等に関する中長期的な方針として、
2016年4月に「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略」を取りまとめました。また、同年6月には、除去土壌等の再生利用を段階的に進めるため
の指針として、「再生資材化した除去土壌の安全な利用に係る基本的考え方について」を取りまとめました。

 復興庁：東日本大震災からの復興の状況に関する報告（第200回国会(臨時会)提出）

②中間貯蔵施設の整備と除去土壌等の最終処分に向けた取組 P71（抜粋）

除去土壌等の最終処分については、平成26 年12 月に施行された中間貯蔵・環境安全事業株式会社法（平成15 年法律第44 号）において、中間貯蔵に関する国
の責務規定として、「国は、（中略）中間貯蔵開始後30 年以内に、福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ずる」ことが明文化された。
県外での最終処分の実現に向けては、除去土壌等の減容技術の開発と活用等により、できるだけ再生利用可能な量を増やして、最終処分量を減らすことが重要
である。平成28 年４月に公表した「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略」及び「工程表」に沿って、県外最終処分に向けた取組を着実に進め
てきた。また、同年６月には、除去土壌等の再生利用を段階的に進めるための指針として、「再生資材化した除去土壌の安全な利用に係る基本的考え方につい
て」を取りまとめた。これらに沿って平成29 年４月から実施されている南相馬市における除去土壌の再生利用実証事業では、空間線量率等のモニタリング結
果から、安全性が確認された。飯舘村においても、村内に仮置きされている除去土壌を活用した再生利用実証事業が進められており、試験栽培等により安全性
を確認している。さらに、平成31 年３月には、技術開発戦略の見直しを行うとともに、再生資材を安全に取り扱う上での技術的な留意事項を示した「福島県
内における除染等の措置に伴い生じた土壌の再生利用の手引き（案）」を取りまとめた。

 内閣府：平成30年度 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会の報告書を受けて講じた措置 (第198回国会(常会)提出)

【基本的な対応】
（除染・中間貯蔵）P19（抜粋）

また、除去土壌等の中間貯蔵開始後30年以内の福島県外での最終処分に向けた中長期的な方針として、「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略」

及び「工程表」を平成28年４月に取りまとめ、これらに沿って取組を進めている。

【平成30年度に講じた主な措置】
（中間貯蔵） P21（抜粋）

福島県内で発生した除去土壌等の最終処分に向けた取組については、最終処分量の低減を図ることが重要であり、「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術
開発戦略」及び「工程表」に基づいて、福島県内で除去土壌の再生利用実証事業を実施するなど着実に取組を進めている。

2.8 他省庁発行物等での記載（① 国会報告）

23



24

 復興庁パンフレット：東日本大震災からの復興の状況と取組(2019年8月）
P3(抜粋)

2.8 他省庁発行物等での記載（② パンフレット）

24



 環境省英語版webサイト“Environmental Remediation”の

（http://josen.env.go.jp/en/）作成、福島の環境再生の進捗状況の更新。

2.9 環境再生関連の海外に向けた広報活動

 2019年6月に軽井沢で開催されたG20持続可能な成長のためのエネルギー転換と
地球環境に関する関係閣僚会合時に、展示ブースを設置。各国の首脳や
政府高官に英訳パネルを使い、福島の環境回復・再生事業の現状について説明。

英語版webサイトによる情報発信

G20における情報発信

25

IAEA-MOE専門家会合

二国間対話

 アメリカ、イギリス、フランス、ベラルーシ、ウクライナなどと二国間対話において、
環境省が実施しているオフサイトの環境回復や環境再生事業の現状について
情報共有(2019年実績：第９回原子力エネルギーに関する日仏委員会(10月）、第８回日英原子力年次対話(11月））。

 国際原子力機関（IAEA)との専門家会合（2016-2017 計4回開催）において、
環境省の環境回復活動について助言を受けた。

 現在、IAEAは、 この4回の会合の内容をとりまとめる「統合報告書」
の執筆作業を進めており、 事故後10年を迎える2021年に発行予定。

 海外に向けて、積極的な情報発信、国際的な情報交換・レビュー、現場見学等を実施。

http://josen.env.go.jp/en/
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３．アンケート結果



3.1 WEBアンケート

 実施期間：令和元年10月4日～11日

 対 象 者：20代～60代の男女、北海道、東北地方（福島県を除く）、福島県、関東地方、中部地
方、近畿地方、中国地方、四国地方、九州・沖縄地方の9地域で各400名（計3,600名）。

 昨年度と同じ質問の他、実証事業の認知度や福島の現状に関する認知度についても新たに質問。

2.1 今年度と昨年度との比較
2.2 実証事業の認知度（今年度 新規質問事項）
2.3 福島の現状についての認知度（今年度 新規質問事項）

27



【昨年度】 【今年度】

Ｑ１：あなたは、除去土壌等が中間貯蔵開始後３０年以内に福島県外において最終処分されると法律で定め
られていることをどの程度ご存知でしたか。

3.1 WEBアンケート

28

福島県では「内容をよく知っていた」「聞いたことがあり、内容も少し知っていた」との回答が50％以上であるが、
その他の地域では20％～30％程度であり、昨年度と同様の傾向である。

2.1 今年度と昨年度との比較



Ｑ６：あなたは、除去土壌を再生利用する必要があると思いますか。

【昨年度】 【今年度】

29

3.1 WEBアンケート

・「そう思う」「どちらかと言えばそう思う」との回答は、福島県では39.6％（昨年度 33.5％）、福島県外では 34.7％
（昨年度29.8％）であり、今年度と昨年度で大きな変化はなかった。
・地域別での傾向は見られない。



3.1 WEBアンケート

Ｑ４：あなたは、除去土壌の再生利用について、何で情報を得ましたか。（複数回答）

【昨年度】 【今年度】

・情報の入手方法は昨年度と同じ傾向で、テレビ（民放・NHK）が高い。

福島県：地方紙の新聞、地方自治体の発行する広報
資料、地域自治会の回覧板での情報収集はその他の
地域と比べて高い

福島県：地方紙の新聞、地方自治体の発行する広報
資料、地域自治会の回覧板での情報収集はその他の
地域と比べて高い

30
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3.1 WEBアンケート

Ｑ４：あなたは、除去土壌の再生利用について、何で情報を得ましたか。（複数回答）

31

・福島県は昨年度と同じ傾向で、地方紙、地方自治体の発行する広報資料、地域自治会の回覧板での情報入手が多い。

【昨年度】

【今年度】

31福島県福島県外



Ｑ１２：あなたは、除去土壌の再生利用に関する環境省のホームページを見たことがありますか。
また、どの程度見たことがありますか。

【昨年度】 【今年度】

32

3.1 WEBアンケート

「見たことがある」は昨年度と同等であり、「見たことがない」との回答は約80%である。



Ｑ１８：除去土壌の再生利用に関する以下の内容で特に関心のある事項をお答えください。（複数回答）

【昨年度】 【今年度】

3.1 WEBアンケート

33

除去土壌の再生利用での関心事は、昨年度と同様に「減容・再生利用の安全性」が高い。



3.1 WEBアンケート

2.2 実証事業の認知度

34
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中部地方(n=400)

関東地方(n=400)

福島県(n=400)

東北地方(n=400)

北海道地方(n=400)

内容を良く知っていた 聞いたことがあり、内容も少し知っていた

聞いたことはあるが、内容は全く知らなかった 聞いたことがなかった

Ｑ１５：あなたは、福島県にて除去土壌の再生利用の実証事業を行っていることを知っていましたか。

福島県では「聞いたことはあるが、内容は全く知らなかった」を含めると50％以上になるが、その他の地域では「聞いたこ
とがなかった」との回答が多い。

新規質問事項



3.1 WEBアンケート

35

Ｑ１６：あなたは、令和元年５月に福島県飯舘村長泥地区で実施されている除去土壌の再生利用の実証事業
がマスコミに公開されたことを知っていましたか。
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ＴＶで見て知っていた 新聞で読んで知っていた インターネットで見て知っていた その他の媒体等によって知っていた 全く知らなかった

新規質問事項

福島県では何らかの媒体により「知っていた」との回答は約40％でその他の地域に比べて認知度は高いものの、全体として
は高いとは言えない。



3.1 WEBアンケート
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Ｑ１７：あなたは、除去土壌の再生利用を行っている実証事業の場所を見学したいと思いますか。
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是非見学したい 見学する機会があれば行ってみたい どちらともいえない

どちらかといえば見学したくない 見学したくない 関心がない

「是非見学したい」「機会があれば行ってみたい」との回答は、どの地域も約20％である。

新規質問事項



3.1 WEBアンケート

2.3 福島の現状についての認知度

37

• 「内容をよく知っていた」「聞いたことがあり、内容を少しは知っていた」「聞いた事が
あるが、内容を全く知らなかった」を「聞いたことがある」として纏め、「聞いた事がな
い」と比較した。

• 全ての質問において、年代・地域による有意な差異がある。

• 年代によって差があり、年代が高くなるほど認知度が高い。

新規質問事項

 福島県の現状をどれだけの方々が正しく認識しているか、どれだけ情報が正しく伝わっているか、
また、どれだけ関心があるかを調査。



Ｑ11-1：福島県産の米の全袋検査の実施状況について

3.1 WEBアンケート

38

新規質問事項

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福島県

福島県外

Ｑ11-1（地域別）

内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった
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Ｑ11-1（地域別）

聞いたことがある 聞いた事がない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代

30代

40代

50代

60代

Ｑ11-1（年代別）

内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代

30代

40代

50代

60代

Ｑ11-1（年代別）

聞いたことがある 聞いた事がない

年代が高いほど認知度が高い。福島県と福島県外では、福島県の方が認知度が高い。



11-2：福島県産の食品の検査の実施状況について
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3.1 WEBアンケート

新規質問事項

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代

30代

40代

50代

60代

Ｑ11-2（年代別）

内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった
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60代

Ｑ11-2（年代別）

聞いたことがある 聞いた事がない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福島県

福島県外

Ｑ11-2（地域別）

内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福島県

福島県外

Ｑ11-2（地域別）

聞いたことがある 聞いた事がない

年代が高いほど認知度が高い。福島県と福島県外では、福島県の方が認知度が高い。



Ｑ11-3：福島県内の避難指示区域の解除など区域の見直しの状況について

40

3.1 WEBアンケート

新規質問事項

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福島県
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内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった
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Ｑ11-3（地域別）

聞いたことがある 聞いた事がない
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Ｑ11-3（年代別）

内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった
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Ｑ11-3（年代別）

聞いたことがある 聞いた事がない

年代が高いほど認知度が高い。福島県と福島県外では福島県の方が認知度が高い。



11-4：福島第一原子力発電所の廃炉に向けた動きについて

41

3.1 WEBアンケート

福島第一原発事故に対しての関心度合を福島県と福島県外で比較した。
「内容をよく知っていた」との回答は、福島県では30％以上であるが、福島県外では10％以下である。また、「少しは知ってい
た」を含めると福島県では80％以上が知っていることになり、自県の状況について関心度が高い。

新規質問事項
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Ｑ11-4（地域別）

内容をよく知っていた 内容を少しは知っていた 内容を全く知らなかった

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

福島県

福島県外

Ｑ11-4（地域別）

聞いたことがある 聞いた事がない



 除去土壌の再生利用に関する理解醸成イベントにおいて、再生利用に関するアンケートを実施。

 webアンケートの回答者と同様に、再生利用について「聞いたことがなかった」との回答が多かった。

 マスコミ公開についてもwebアンケート同様に「全く知らなかった」との回答が多かった。

 一方で、 webアンケートの回答者と比較して、再生利用に好意的な受け止めがされている傾向。

 各対象に合わせた双方向的なコミュニケーションは理解醸成において重要ではないかと考える。
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アンケート総数89
・東日本国際大学川内村夏季セミナー

東日本国際大学（短大及び大学生）20名（グラフ内で県内大学生と表記）
・リプルン福島

リプルン来場者（一般者） 24名（グラフ内でリプルンふくしま 一般と表記）
・軽水炉発電に関する技術セミナー

電力、原子力関連メーカ等 38名（グラフ内で原子力関係者と表記）
・医療関係者車座意見交換会

医療関係者 7名（グラフ内で医療関係者と表記）

3.2 理解醸成イベントにおけるアンケート



 実証事業の認知度

Ｑ１５：あなたは、福島県にて除去土壌の再生利用の実証事業を行っていることを知っていましたか。
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リプルンふくしまへの来場者の内、半数以上が「聞いたことがある」という結果は、事前に関心があった回答者が
多かったためと考えられる。一方で、原子力関係者では、「聞いたことがない」との回答が約80％、医療関係者は
約85%である。

20.8 

2.6 

37.5 

10.0 

14.3 

15.8 

8.3 

30.0 

85.7 

81.6 

29.2 

45.0 

4.2 

15.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療関係者

(n=7)

原子力関係者

(n=38)

リプルンふくしま

一般(n=24)

県内大学生

(n=20)

内容を良く知っていた 聞いたことがあり、内容も少し知っていた

聞いたことはあるが、内容は全く知らなかった 聞いたことがなかった

未回答

3.2 理解醸成イベントにおけるアンケート



Ｑ１６：あなたは、令和元年５月に福島県飯舘村長泥地区で実施されている除去土壌の再生利用の実証事業
がマスコミに公開されたことを知っていましたか。
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医療関係者は県外ということもあり7名全員が、原子力関係者では約95％、県内大学生でも75％の方が「全く知
らなかった」との回答である。

2.6 

20.8 20.8 

5.0 

2.6 

8.3 

5.0 

100.0 

94.7 

45.8 

75.0 

4.2 

15.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療関係者

(n=7)

原子力関係者

(n=38)

リプルンふくしま

一般(n=24)

県内大学生

(n=20)

ＴＶで見て知っていた 新聞で読んで知っていた

インターネットで見て知っていた その他の媒体等によって知っていた

全く知らなかった 未回答

3.2 理解醸成イベントにおけるアンケート



 実証事業の認知度
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Ｑ１７：あなたは、除去土壌の再生利用を行っている実証事業の場所を見学したいと思いますか。

「是非見学したい」、「見学する機会があれば行ってみたい」を合わせると60％以上が見学したいとの回答であ
り、関心度は高いものと思われる。

42.9 

18.4 

29.2 

20.0 

57.1 

60.5 

45.8 

40.0 

10.5 

16.7 

15.0 

4.2 

5.0 10.0 

7.9 2.6 

4.2 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

医療関係者

(n=7)

原子力関係者

(n=38)

リプルンふくしま

一般(n=24)

県内大学生

(n=20)

是非見学したい 見学する機会があれば行ってみたい どちらともいえない

どちらかといえば見学したくない 見学したくない 関心がない

未回答

3.2 理解醸成イベントにおけるアンケート



Ｑ８：あなたは、除去土壌の再生利用を進めることに賛成で
すか、それとも反対ですか。

Ｑ３：あなたは、除去土壌の再生利用について、その内容をどの
程度ご存知でしたか。

【イベントでのアンケート回答（左） Webアンケート回答の比較（右）】

Ｑ７：あなたは、除去土壌の再生利用は安全だと思いますか。

【単位：％】 【単位：％】

【単位：％】 【単位：％】

（注：webアンケートとイベントでのアンケートでは、条件や回答者属性が異なる点は留意）

2.4 

16.4 

32.1 
49.1

N= 3600

3.6 

11.6 

33.3 
16.3 

17.3 

17.9 

N= 3600

7.1 

20.1 

32.4 
13.6

9.9 

16.8 

N= 3600

6.1 

13.5 

26.3 

17.8 

22.2 

14.1 

N= 3600
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N= 89
N= 89

N= 89N= 89

3.3 WEBアンケートと理解醸成イベントにおけるアンケートとの比較

3.4 

16.9 

28.1 
51.7 

内容をよく知っていた

聞いたことがあり、内容も

少し知っていた

聞いたことはあるが、内容

は全く知らなかった

聞いたことがなかった

27.0 

28.1 
24.7 

6.7 
2.2 10.1 

1.1 
そう思う

どちらかといえばそう思う

どちらともいえない

どちらかといえばそう思わない

そう思わない

わからない

無回答

41.6 

34.8 

18.0 

2.2 
2.2 1.1 

賛成である

どちらかといえば賛成である

どちらともいえない

どちらかといえば反対である

反対である

わからない

無回答

31.5 

27.0 
16.9 

14.6 

5.6 3.4 1.1 

良いと思う

どちらかといえばよいと思う

どちらともいえない

どちらかといえばいやだと思う

いやだと思う

わからない

無回答

Ｑ９：あなたは、自身のお住まいの地域で除去土壌の再生利用に
実施されても良いと思いますか、それともいやだと思いますか。
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４．来年度の理解醸成活動計画



 JESCOによる除去土壌等の減容等技術実証事業

 次世代を担う人材への除去土壌等の管理・減容化・再生利用等の理解醸成

 除去土壌の再生利用等に関わる理解醸成のための課題解決型アプローチの実践Ⅲ

の２件を継続して実施予定。

 現場公開

 飯舘村長泥地区、南相馬市東部仮置場での実証事業の見学会等を実施。その他、中間

貯蔵施設の見学等についても引き続き実施。

 イベントでの発信

 新型コロナウイルスへの対応方針を踏まえつつ、今年度と同様に環境省が主催するイ

ベント等において、除去土壌の再生利用を含め、環境再生事業についての発信を行

う。

4. 来年度の理解醸成活動計画①
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 広報誌等の掲載

 関係自治体等と相談の上、地域の広報誌への掲載、福島地方環境事務所が発行する

「ふくしま環境再生」での発信、各種広告への掲載を実施することを検討。

 海外への発信

 英語版Webサイトによる最新情報の提供、環境回復に関するIAEAと当省の専門家会合で

の議論をまとめた「統合報告書」の発行、アメリカ・イギリス・フランス等の二国間対

話への参加等により、国際社会への情報発信を継続。

 その他

 環境省のＷＥＢページでの再生利用実証事業等の情報発信の充実を行う。

4. 来年度の理解醸成活動計画②
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